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既存建築物の省エネ改修に関する支援制度等
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住宅の省エネ改修に対する主な支援措置（令和６年度予算案等）

所管 支援措置の名称 予算案 支援対象 主な補助率・補助額等

国交省
長期優良住宅化リフォーム推進
事業

447.1億円
の内数

省エネ性能等を有する住宅（省
エネ基準相当）への改修工事

補助率：1/3
限度額：80万円/戸
※長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合は160万円/戸

国交省
サステナブル建築物等先導事
業（省CO2先導型）

56.0億円
の内数

先導性の高い省エネ化に取組む
住宅の改修工事

補助率：1/2
限度額：5億円

国交省
住宅・建築物省エネ改修推進事
業

社会資本整
備総合交付
金等の内数

省エネ基準適合レベル又はZEH

レベルへの省エネ改修工事（省
エネ設計等を含む）

補助額（国＋地方の場合）：
省エネ基準適合レベル 30万円/戸（補助対象費用の４割を限度）
ZEHレベル 70万円/戸（補助対象費用の８割を限度）

国交省 子育てエコホーム支援事業
2,100億円

の内数
（R5補正）

住宅の省エネ改修工事等

リフォーム工事内容に応じて定める額（※）
・子育て世帯・若者夫婦世帯 上限30万円/戸
・その他の世帯 上限20万円/戸

※子育て世帯・若者夫婦世帯が既存住宅購入を伴う場合は、上限60万円/戸
※長期優良リフォームを行う場合は、

・子育て世帯・若者夫婦世帯：上限45万円/戸
・その他の世帯 ：上限30万円/戸

国交省 フラット35リノベ
既存住宅購入とあわせて実施す
る省エネ改修工事

適用金利当初5年間▲0.5%引下げ（※）
※断熱等級４かつ一次エネ等級６又は
断熱等級５かつ一次エネ等級４の場合は、当初5年間▲1.0%引下げ

国交省

省エネリフォーム税制（所得税・
固定資産税）

※別途、住宅ローン減税（増改
築・買取再販）もあり

住宅の省エネ性能を向上させる
改修工事

【所得税】 控除率：標準的な工事費用相当額の１０％等を控除
最大控除額：62.5万円/戸（※）
※太陽光発電を設置する場合は67.5万円/戸

【固定資産税】工事翌年度の固定資産税額の1/3を減額（120㎡相当分まで）

国交省 贈与税非課税措置
住宅取得等費用の贈与を受けて
行う省エネ性能を有する住宅へ
の改修工事

一般住宅に比べ、非課税限度額を500万円加算

補助

＜住宅の省エネ改修を対象とする支援事業＞

税

融資

税

補助

補助

補助
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所管 支援措置の名称 予算案 支援対象 主な補助率・補助額等

国交省
既存建築物省エネ化推進事業
※実施については未定

56.0億円
の内数

20%以上の省エネ効果が見込まれる既存
建築物の省エネ改修工事等

補助率：1/3
限度額：5,000万円/プロジェクト

国交省
サステナブル建築物等先導事業
（省CO2先導型）

56.0億円
の内数

先導性の高い省エネ化に取組む建築物
の改修工事

補助率：1/2
限度額：5億円/プロジェクト

国交省 住宅・建築物省エネ改修推進事業
社会資本整備
総合交付金等

の内数

省エネ基準適合レベル又はZEBレベルへの
省エネ改修工事

（国＋地方の場合）
補助率：23%
限度額：
省エネ基準適合レベル 5,600円/㎡
ZEBレベル 9,600円/㎡

建築物の省エネ改修に対する主な支援措置（令和６年度予算案等）

補助

補助

補助

＜建築物の省エネ改修を対象とする支援事業＞
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長期優良住宅化リフォーム推進事業

良質な住宅ストックの形成や、子育てしやすい生活環境の整備等を図るため、良質な住宅ストックの形成等に資するリ
フォームへの支援をより幅広く実施する。

令和６年度当初予算案：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事（447.10億円）の内数

効 果

○子育てしやすい
生活環境の整備

○ 良質な既存住宅ストックの形成 ○ 既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

【対象事業】

以下の①、②を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策、省エネルギー性が確保されること

【補助率】 １／３

【限度額】 ８０万円／戸

○ 長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 １６０万円／戸

○ 三世代同居改修工事を併せて行う場合

若者・子育て世帯が工事を実施する場合

既存住宅を購入し工事を実施する場合

一次エネルギー消費量を省エネ基準比▲２０％とする場合

⇒ 上記の限度額に、５０万円／戸を加算

事 業 概 要
○インスペクションの実施

○性能向上等 ・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性
・維持管理・更新の容易性 ・バリアフリー性 ・可変性

○維持保全計画・履歴の作成

○三世代同居改修○子育て世帯向け改修

○防災性・レジリエンス性向上改修

等

下線部：Ｒ６当初予算における見直し
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目的目的

住宅の省エネリフォームへの支援の強化

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて家庭部門の省エネを強力に推進するため、住宅の断熱性の向上
に資する改修や高効率給湯器の導入などの住宅省エネ化への支援を強化する必要。

国土交通省、経済産業省及び環境省は、住宅の省エネリフォームを支援する補助制度について、３省の連携
により、各事業をワンストップで利用可能（併用可）とする。

対象対象

工事内容 補助対象 補助額

①省エネ
改修

１）高断熱窓の設置※1,4

高性能の断熱窓
（熱貫流率（Uw値）1.9以下等、建材トッ
プランナー制度2030年目標水準値を超
えるもの等、一定の基準を満たすもの）

リフォーム工事内容に応じて
定める額（補助率1/2相当等）

上限200万円/戸

２）
給湯器
※2,4

高効率給湯器の設置 高効率給湯器
（(a)ヒートポンプ給湯機、(b)ハイブリッド
給湯機、(c)家庭用燃料電池）

定額（下記は主な補助額）
(a)10万円/台、(b)13万円/台、(c)20万円/台

既存賃貸集合住宅におけ
るエコジョーズ等取替

エコジョーズ/エコフィール*
*従来型給湯器からの取替に限る
*補助対象は賃貸集合住宅に設置する
場合に限る

追焚機能無し：5万円/台
追焚機能有り：7万円/台

３）開口部・躯体等の省エネ改修
工事※3,4

開口部・躯体等の一定の断熱改
修、エコ住宅設備（節湯水栓、高
断熱浴槽等）の設置

リフォーム工事内容に応じて定める額
・子育て世帯・若者夫婦世帯：上限30万円/戸
・その他の世帯 ：上限20万円/戸

※長期優良リフォームを行う場合は、
・子育て世帯・若者夫婦世帯：上限45万円/戸
・その他の世帯 ：上限30万円/戸

※子育て世帯・若者夫婦世帯が既存住宅購入を
伴う場合は、上限60万円/戸

②その他のリフォーム工事※3,4

（①１）～３）のいずれかの工事を行った場合に限る）

住宅の子育て対応改修、バリア
フリー改修、空気清浄機能・換気
機能付きエアコン設置工事等

※1 断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業（環境省）による支援（令和５年度補正予算）
※2 高効率給湯器の導入を促進する「家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」 （経済産業省）及び既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業（経済産業省）による支援（令和５年度補正予算）
※3 子育てエコホーム支援事業 （国土交通省）による支援（令和５年度補正予算、令和６年当初予算案）
※4 ①１）、３）及び②については、経済対策閣議決定日（令和５年11月２日）以降にリフォーム工事に着手したもの、①２）については、経済対策閣議決定日（令和５年11月２日）以降に対象工事に着手したもの

に限る（いずれの場合にも、交付申請までに事業者登録が必要）。

先進的窓リノベ2024事業

子育てエコホーム支援事業

給湯省エネ2024事業

賃貸集合給湯省エネ2024事業

令和５年度補正予算等
・断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業（環境省） 1,350億円（R5補正）
・高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金支援事業（経済産業省） 580億円（R5補正）
・既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業（経済産業省） 185億円（R5補正）
・子育てエコホーム支援事業（国土交通省） 2,100億円＋400億円(新築・リフォームの合計)（R5補正＋R6当初案）
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エネルギー価格などの物価高騰の影響を受けやすい子育て世帯・若者夫婦世帯※による高い省エネ性能を有する新築住宅の取得や、

住宅の省エネ改修等に対して支援することにより、子育て世帯・若者夫婦世帯等による省エネ投資の下支えを行い、2050年カーボンニュー

トラルの実現を図る。

１ 制度の目的１ 制度の目的

２ 補助対象２ 補助対象

子育て世帯・若者夫婦世帯による住宅の新築子育て世帯・若者夫婦世帯による住宅の新築 住宅のリフォーム＊１住宅のリフォーム＊１

対象住宅 補助額

①長期優良住宅
②ＺＥＨ住宅

（強化外皮基準かつ再エネを除く一次エネルギー消費量▲20％に
適合するもの）

※ 対象となる住宅の延べ面積は、50㎡以上240㎡以下とする。
※ 土砂災害特別警戒区域又は災害危険区域（急傾斜地崩壊危険区域又は地すべ

り防止区域と重複する区域に限る）に立地している住宅は原則除外とする。

※ 「立地適正化計画区域内の居住誘導区域外」かつ「災害レッドゾーン（災害危険
区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域又は
浸水被害防止区域）内」で建設されたもののうち、3戸以上の開発又は1戸若しくは
2戸で規模1000㎡超の開発によるもので、都市再生特別措置法に基づき立地を適

正なものとするために行われた市町村長の勧告に従わなかった旨の公表に係る
住宅は原則除外とする。

①100万円/戸
② 80万円/戸

ただし、以下の(i)かつ(ii)に

該当する区域に立地してい
る住宅は原則半額
(i) 市街化調整区域
(ii) 土砂災害警戒区域又は

浸水想定区域（洪水浸水
想定区域又は高潮浸水
想定区域における浸水
想定高さ３ｍ以上の区域
に限る）

対象工事 補助額

① 住宅の省エネ改修
リフォーム工事内容に応じて定める額※

・子育て世帯・若者夫婦世帯：上限30万円/戸
・その他の世帯 : 上限20万円/戸

※子育て世帯・若者夫婦世帯が既存住宅購入を伴う場合は、
上限60万円/戸

※長期優良リフォームを行う場合は、

・子育て世帯・若者夫婦世帯：上限45万円/戸
・その他の世帯 ：上限30万円/戸

② 住宅の子育て対応改修、
バリアフリー改修、空気
清浄機能・換気機能付
きエアコン設置工事等

(①の工事を行った場合に限る。)＊２

高い省エネ性能を有する住宅の新築、一定のリフォームが対象（事業者が申請）

※子育て世帯：18歳未満の子を有する世帯 若者夫婦世帯：夫婦のいずれかが39歳以下の世帯

３ 手続き３ 手続き

経済対策
閣議決定
（R5.11.2）

交付申請期限
（予算上限に達するまで

（遅くともR6.12末まで））

完了報告期限※２

（住宅の規模に応じて、
遅くともR9.2末まで）

補助金交付補助金交付 完了報告完了報告

年度末
（R7.3）

※１ 新築は基礎工事より後の工程の工事への着手、リフォームはリフォーム工事への着手 ※２ 完了報告期限までに省エネ住宅の新築工事全体が完了していない場合は、補助金返還の対象

補助額以上の
出来高があること

交付申請交付申請事業者登録事業者登録

＊１「断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業」（環境省）、「高効率給湯器の導入を促進する家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」（経済産業省）及び「既存賃貸集合住宅
の省エネ化支援事業」（経済産業省）（＊２において「３省連携事業」という。）とのワンストップ対応を実施

＊２ ３省連携事業により住宅の省エネ改修を行う場合は、①の工事を行ったものとして②の工事のみでも補助対象とする

※経済対策閣議決定日（令和５年11月２日）以降に、新築は基礎工事より後の工程の工事に、リフォームはリフォーム工事に着手したものに限る（交付申請までに事業者登録が必要）。

工事着手※１

申請受付
開始

事業者登録
開始

子育てエコホーム支援事業の概要 令和５年度補正予算 ： ２,１００億円
令和６年度当初予算案 ： ４００億円
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先導性の高い住宅・建築物の省エネ・省ＣＯ２プロジェクトについて民間等から提案を募り、支援を行う

事業の成果等を広く公表することで、取組の広がりや社会全体の意識啓発に寄与することを期待

【概要と目的】

サステナブル 省CO2検索
※過去の採択事例や技術の詳細、Q&A等は、建築研究所のHPに掲載しております。

https://www.kenken.go.jp/shouco2/

先導技術の一例

■高断熱による外
皮負荷削減とエネ
ルギー消費量のミ
ニマム化

■高断熱による外
皮負荷削減とエネ
ルギー消費量のミ
ニマム化

■水素吸蔵合金を
利用した季節間の
エネルギー融通シ
ステム

■水素吸蔵合金を
利用した季節間の
エネルギー融通シ
ステム

■街区の緑化、周
辺地域の避難場所
提供

■街区の緑化、周
辺地域の避難場所
提供

■EV・V2Hによる
電⼒融通
■EV・V2Hによる

電⼒融通

■住宅■建築物

■建設時における
省CO2効果が
ある技術

■建設時における
省CO2効果が
ある技術

■建物を長寿命化
させる取組

■建物を長寿命化
させる取組

令和5年度の事業概要

＜補 助 対 象＞ 設計費、建設工事費等のうち、

先導的と評価された部分

＜補 助 率＞ １／２ 等

＜限 度 額＞ 原則５億円／プロジェクト

新築の建築物又は共同住宅について

建設工事費の５％ 等

＜事業期間＞ 採択年度を含め原則４年以内に完了

「先進性」と「普及・波及性」を兼ね備えたプロジェクトを先導的と評価

・学識経験者から構成される評価委員会において評価し、採択を決定

・「ライフサイクルカーボンをより的確に算出し削減する取組」等に

資するプロジェクト等も積極的に評価

サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型） 令和６年度予算案：
環境・ストック活用推進事業（55.97億円）の内数
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【概要と目的】

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、建築物ストックの省エネ改修の促進を図るため、躯体の改修
及び空調の効率化に資する換気設備の導入を行う民間等による省エネ改修工事に対して支援を行う。

【事業の要件】

【補助額等】

以下の要件を全て満たす、建築物（非住宅）の省エネ改修工事

①躯体（壁・天井等）の省エネ改修（高機能換気設備※を設置する
場合は、躯体又は外皮の改修）を伴うものであること
※吸気と排気の間で熱交換を行うことで、空調効率の低下を防止する換気設備

②改修前と比較して20%以上の省エネ効果が見込まれること
・ただし、外皮改修面積割合が２０％を超える場合は15%以上
・高機能換気設備を設置する場合は、改修に係る部分での

エネルギー消費量の算定が可能
③改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たすこと
④改修後に耐震性を有すること
⑤省エネ性能を表示すること
⑥事例集への情報提供に協力すること 等

＜補助対象＞ （省エネ改修工事・併せて実施するバリアフリー改修

工事・エネルギー計測・省エネ性能の表示）に要する費用

＜補 助 率＞ 補助対象工事の１／３

＜限 度 額＞ 5,000万円/件（設備部分は2,500万円）

※バリアフリー改修工事を行う場合は、当該工事の費用として

2,500万円を上記補助限度額に加算可能

＜事業期間＞ 原則として当該年度に事業が完了

断熱材
（例：ｸﾞﾗｽｳｰﾙ）

高効率
空調設備

躯体の省エネ改修

天井、外壁等（断熱）

開口部（複層ガラス、二重サッシ等） 等

ＬＥＤ照明

スロープの設置

※省エネ改修工事に併せて実施するもの

窓サッシ・窓ガラス
（例：複層ガラス）

高効率設備への改修

空調、換気、給湯、照明 等

省エネ性能の表示

バリアフリー改修※

廊下等の拡幅

手すりの設置

段差の解消 等

【イメージ】

既存建築物省エネ化推進事業 令和６年度予算案：
環境・ストック活用推進事業（55.97億円）の内数

※上記は令和5年度の事業概要であり、今後変更になる可能性があります
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住宅・建築物省エネ改修推進事業（交付金）

住宅・建築物のカーボンニュートラルの実現に向け、既存住宅・建築物の省エネ改修を加速するため、省エネ改修等に係
る支援を行う。

令和６年度当初予算案：
社会資本整備総合交付金等の内数

建築物

省エネ診断省エネ診断

省エネ改修（建替えを含む）省エネ改修（建替えを含む）

省エネ設計等省エネ設計等
民間実施：国と地方で2/3
公共実施：国1/3

■ 対象となる工事

■ 交付率

民間実施：国と地方で2/3
公共実施：国1/3

■ 補助限度額（国と地方が交付率23％で補助する場合）

開口部、躯体等の断熱化工事、設備の効率化に係る工事
※ 設備の効率化に係る工事については、開口部・躯体等の工事と併

せて実施するものに限る。
※ 改修後に耐震性が確保されることが必要（計画的な耐震化を行うも

のを含む）
※ 省エネ基準適合義務の施行後に新築された建築物又はその部分

は、ZEBレベルへの改修のみ対象。

民間実施：国と地方の合計で23％
公共実施：国11.5％

【既存住宅の省エネ改修のイメージ】

LED照明

断熱材挿入
高効率
給湯器

二重サッシ
複層ガラス

※

住宅

省エネ診断省エネ診断
民間実施：国と地方で２／３
公共実施：国１／２

省エネ基準適合レベル ZEBレベル

5,600円/㎡ 9,600円/㎡

■ 交付額 （国と地方が補助する場合）

■ 交付対象

省エネ設計等費及び省エネ改修工事費を合算した額
※ 設備の効率化に係る工事については、開口部・躯体等の断熱化工事と同

額以下。
※ ZEHレベルの省エネ改修と併せて実施する構造補強工事を含む。
※ 改修後に耐震性が確保されることが必要（計画的な耐震化を行うものを含

む）。

省エネ基準適合
レベル

ZEHレベル

300,000円/戸
交付対象費用の４割を限度

700,000円/戸
交付対象費用の８割を限度

※省エネ改修の地域への普及促進に係る取組を行う場合に重点的に支援

※耐震改修と併せて実施する場合は、住宅・建築物安全ストック形成事業等において実施

省エネ設計・省エネ改修（建替えを含む）省エネ設計・省エネ改修（建替えを含む）
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住宅のリフォームに係る税の特例措置

9
※長期優良住宅化リフォームにより特例を受ける場合は、増改築による長期優良住宅の認定の取得が必要。
※耐久性向上工事とは、劣化対策工事、維持管理・更新の容易性を確保する工事をいう。

居住開始年 借入限度額 控除率 控除期間 最大控除額

R4～R７ 2,000万円 0.7％ 10年間 140万円

10年以上のローンを組んで一定のリフォームを行った場合、毎年の住宅ローン残高の
0.7％を10年間、所得税から控除。（所得税から控除しきれない場合､翌年の住民税からも一部控除）。

所得税（住宅ローン減税） ～R７.12

所得税（リフォーム促進税制） ～R７.12 ※１

必須工事 その他工事
最大控除額

（必須工事とその他工事合計）対象工事
（いずれか実施）

対象工事限度額 控除率 対象工事 対象工事限度額 控除率

耐震 250万円

10％ ※２
必須工事の対象工
事限度額超過分及
びその他のリフォー

ム

1,000万から必須工事の
対象工事限度額
を引いた額※３

５％

62.5万円

バリアフリー 200万円 60万円

省エネ 250万円（350万円※４） 62.5万円（67.5万円※４）

三世代同居 250万円 62.5万円

長期優良住
宅化

耐震＋省エネ＋耐久性向上 500万円（600万円※４） 75万円（80万円※４）

耐震 or 省エネ＋耐久性向上 250万円（350万円※４） 62.5万円（67.5万円※４）

子育て 250万円 62.5万円

※３ 必須工事全体に係る標準的な費用相当額の方が少ない場合は、その金額

固定資産税（リフォーム促進税制） ～R８．３

対象工事 減額割合 減額期間

耐震 1/2 1年 ※

バリアフリー 1/3 1年

省エネ 1/3 1年

長期優良住宅化リフォーム
（耐震・省エネのいずれかを行うことが必須）

2/3 １年 ※

一定のリフォームを行った場合、固定資産税の一定割合を減額。

※特に重要な避難路として自治体が指定する道路の
沿道にある住宅の耐震改修は２年間1/2減額
（長期優良住宅化リフォームの場合は１年目2/3減額、２年目1/2減額）

※２ 標準的な費用相当額が対象工事限度額を上回る場合は、対象工事限度額が対象。標準的な費用相当額が対象工事限度額を下回る場合は、その金額が対象。
※１ 子育てリフォームの適用期間についてはR６.４.１～R６.12.31まで

※４ カッコ内の金額は、太陽光発電設備を設置する場合

一定のリフォームを行った場合、対象工事限度額の範囲内で標準的な費用相当額の10％を所得税額から控除。
（対象工事限度額超過分及びその他リフォームについても、一定の範囲で５％の税額控除が可能。）



①令和６年度税制改正の概要について
（令和５年12月22日閣議決定）

①令和６年度税制改正の概要について
（令和５年12月22日閣議決定）
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13年（「その他の住宅」は、2024年以降の入居の場合、10年）

10年

2,000万円

50㎡（新築の場合、2024（R6）年までに建築確認：40㎡ 【今回改正内容】（所得要件：1,000万円））

長期優良住宅・低炭素住宅

ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

＜入居年＞

4,500万円

4,000万円

その他の住宅

2022(R4)年 2023(R5)年 2024(R6)年 2025(R7)年

3,000万円

3,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※

：4,500万円【今回改正内容】

3,000万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※ 

：4,000万円【今回改正内容】

０円
（2023年までに新築の建築確認 ： 2,000万円）

5,000万円 4,500万円

その他の住宅 2,000万円

長期優良住宅・低炭素住宅
ZEH水準省エネ住宅
省エネ基準適合住宅

3,000万円

住宅ローン減税の借入限度額及び床面積要件の維持（所得税・個人住民税）

控除期間
新築住宅・買取再販

控除率 ： ０．７％

所得要件

床面積要件

借
入
限
度
額

新
築
住
宅
・買
取
再
販

既
存
住
宅

既存住宅

※「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」

2024年入居等の場合の借入限度額及び床面積要件について、以下（※今回の改正内容は下線）のとおり措置する。

4,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯※

：5,000万円【今回改正内容】

3,500万円

3,000万円

R７年度税制改正にて
R6と同様の方向性で検討

与党大綱

R７年度税制改正にてR6と同様の方向性で検討
与党大綱

11



既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅化リフォームに係る特例措置を２年間延長するとともに、
こども・子育て政策の抜本的強化に向けて、「こどもまんなかまちづくり」を推進するため、子育てに対応した住宅へのリフォームに係る
所得税の特例措置を新たに講じる。

既存住宅のリフォームに係る特例措置の拡充・延長（所得税）

施策の背景

要望の結果

転落防止の手すりの設置

経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）
➢ こども・子育て政策は最も有効な未来への投資であり、「こども未来

戦略方針」に沿って、政府を挙げて取組を抜本強化し、少子化傾向
を反転させる。

➢ 子育てしやすい地方への移住や子育てを住まいと周辺環境の観点
から応援する「こどもまんなかまちづくり」を推進する

こども未来戦略方針（令和５年６月13日閣議決定）
➢ …子育てにやさしい住まいの拡充を目指し、住宅支援を強化する。

具体的には、…既存の民間住宅ストックの活用を進める。

子育てに対応した住宅への
主なリフォームイメージ

➢ 2022年の出生数は約77万人と過去最低で、少子化は
危機的状況。

➢ 子育てに対する不安や負担が大きいことが少子化の要因の
一つであることを踏まえ、住宅のハード面の性能向上により
子育ての負担の軽減を図る必要がある。

⇒ 子育てに対応した住宅へのリフォームを支援し、子育て世帯

の居住環境を改善。

防音性の高い床への交換

可動式間仕切り壁の設置
対象工事 対象工事限度額 最大控除額（対象工事）

耐震 250万円 25万円

バリアフリー 200万円 20万円

省エネ 250万円（350万円）※４ 25万円（35万円）※４

三世代同居 250万円 25万円

長期優良住宅化
耐震＋省エネ＋耐久性 500万円（600万円）※４ 50万円（60万円）※４

耐震or省エネ＋耐久性 250万円（350万円）※４ 25万円（35万円）※４

子育て ［拡充］ 250万円 25万円

※３ 対象工事の限度額超過分及びその他増改築等工事についても一定の範囲まで５％の税額控除 ※４ カッコ内の金額は、太陽光発電設備を設置する場合

※２ ①住宅内における子どもの事故を防止するための工事、②対面式キッチンへの交換工事、③開口部の防犯性を高める工事、④収納設備を増設する工事、⑤開口部・界壁・床の防音性を高める
工事、⑥間取り変更工事（一定のものに限る。）

※１ 「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」

対面式キッチンへの交換

① 現行の措置を２年間（令和６年１月１日～令和７年12月31日）延長する。

② 子育て世帯等※１が子育てに対応した住宅へのリフォーム※２を行う場合に、標準的な工事
費用相当額の１0％等※３を所得税から控除する。（適用期限：令和６年12月31日）

R７年の措置について、R７年度税制改正にて同様の方向性で検討与党大綱
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外皮平均

熱貫流率（𝑈𝐴）

冷房期の

平均日射熱取得率(η𝐴𝐶)

断熱材

断熱改修 夏は涼しく、冬は暖かい住宅を実現

小大 𝑼𝑨・𝜼𝑨𝑪

等級1 等級2 等級3 等級4
(省エネ基準)

等級5
(ZEH水準)

仕様例（地域区分５～７ ）

【グリーンリフォームローン】【グリーンリフォームローン】S

壁
高性能グラスウール16K

84mm

高性能グラスウール16K
105mm

窓
アルミサッシ

＋透明複層ガラス
アルミ樹脂複合サッシ
＋Low-E複層ガラス

〇 「断熱改修」や「省エネ設備の設置」の工事を行うことにより、
既存住宅の省エネ性能向上を図る取組みを対象とした、
個人向けのリフォーム融資制度。

○ 特に断熱性能が高くなる改修を行う場合は、金利を引下げ。

①リフォーム工事
への融資

②毎月の返済

利用者

【グリーンリフォームローン】 【グリーンリフォームローン】 S

融資要件
次のいずれかの工事の実施
・ 断熱等級４の「断熱改修」
・ 太陽光発電、高効率給湯機等の「省エネ設備の設置」

・断熱等級５の「断熱改修」 の実施

返済方法 ・ 通常の返済方法（元利均等返済 又は 元金均等返済） ・ 高齢者向け返済特例

限度額／返済期間 500万円 ／ 10年以内（高齢者向け返済特例の場合は、借入申込み人全員の死亡時まで）

融資金利（R6．2）

【全期間固定】 通常の返済方法：1.60 ％ 高齢者向け返済特例：3.59％ 通常の返済方法：1.30％ 高齢者向け返済特例：3.49％

保証人・担保 不要（高齢者向け返済特例の場合は必要）

断熱等性能等級（外壁、窓等を通しての熱の損失を防止する性能）

制度の概要

グリーンリフォームローンの概要[住宅金融支援機構]
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